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定期監査の結果に対する措置について

令和２年（2020 年）４月２０日付け監査報告第１０号により通知のありま

した定期監査の結果に関する報告書において、改善が必要な事項として指摘の

ありました事項等について、別添のとおり改善措置を講じましたので、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定に基づき、通知い

たします。



定期監査の結果に対する改善措置等の状況（報告書記載事項）

教育委員会教育部 学校支援課

［指摘事項］

(1) 一の宮小学校排水桝内引抜き作業において、当該業務により発生する汚

泥は産業廃棄物であるため、排出事業者である市は産業廃棄物の処理（運

搬・処分）を委託する場合、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令第

６条の２第４号に基づき、受託者と委託契約を書面により行わなければな

らないが、下関市契約規則第２７条第１号を適用し、契約書の作成を省略

していた。関係法令等に基づき適正に事務処理されたい。

（改善措置状況）

今回の指摘を受け、類似の業務に係る契約を行う場合は、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律施行令第６条の２第４号の規定に基づき、書面にて委託

契約を行うよう職員に周知徹底し、複数の職員で確認するなどチェック体制

を強化した。なお、令和６年３月時点で類似の業務に係る契約は生じていな

い。今後は、関係法令等に基づき適正な契約事務に努める。

［意見］

(1) 学校支援課が所管する学校教育施設（小学校、中学校）は、古い施設が

多く、令和元年度の消防用設備等の定期点検（総合点検）において、計１

３８件の設備で「不良」の指摘を受けている。

点検結果報告書は、本庁管内分が令和元年１０月３１日に、教育支所管

内分が令和元年１０月１７日に提出され、令和２年３月５日現在の修繕等

の計画は５３件を今年度中に、残り８５件のうち６８件を来年度中に改善

予定であり、１７件は現地確認が未了のため「未定」である。点検結果に

おける指摘事項への対処を早期に行われたい。

また、点検結果は教育長及び教育部長に報告されていなかった。情報の共有

に努められ、安全管理を徹底されたい。

（対応状況）

「不良」の指摘を受けた１３８件のうち、令和６年３月末時点において、

改善済が１２６件、令和６年度中に改善予定が１２件として、教育長及び教

育部長へ報告しており、引き続き必要な予算の確保に努め、早期に対処して

いくこととしている。今後も、点検結果について、教育長及び教育部長へ報

告し、安全管理を徹底していく。



教育委員会教育部 学校保健給食課

［指摘事項］

(1) 随意契約により契約締結した南部学校給食共同調理場電子複写機賃貸借

の仕様書等が不適当であった。

同賃貸借の予定価格は４区分の単価（１月分の複写機賃借料、１月の使

用枚数 200 枚まで、201 枚から 500 枚まで、501 枚以上の３段階での１枚あ

たりの単価）で構成されており、契約希望者はこれらの４区分の単価を見

積書に記載しなければならないが、仕様書や関係する書類に４区分の単価

で見積もる旨の指示はなく、書面上市が求める見積書を提出することは不

可能な状態であった。

契約を締結した業者がどのような方法で条件を満たすことができたかは

不明であるが、必要不可欠な条件を仕様書等に記載せず、個別に知らせる

方法では契約の公正性が損なわれるおそれがある。疑義が生じることがな

いよう、適正に事務処理されたい。

（改善措置状況）

令和２年度の南部学校給食共同調理場電子複写機賃貸借契約を実施するに

あたり、仕様書に４区分の単価（１月分の複写機賃借料、１月の使用枚数

200 枚まで、201 枚から 500 枚まで、501 枚以上の３段階での１枚あたりの単

価）で見積書の作成を明示した。

今後は、契約の公正性を保つことができるよう事務の適正化に努める。

［指摘事項］

(2) 監査対象期間外の契約事務に関することではあるが、条件付き一般競争

入札により長期継続契約を締結した中部学校給食共同調理場一体型印刷機

賃貸借の仕様書の記載が不十分と思料された。

同賃貸借に係る入札には、２業者が参加したが、入札額に４倍の開きが

あった。市は予定価格を設定する際の参考として、機器が新品と中古品の

場合の２通りの見積書を入手しているが、予定価格が低く設定されている

ことから、市は中古品が納入されることを想定し、また、契約した業者は

中古品の納入を前提に入札したと思料する。仕様書に機器を新品に限定す

る旨の条件はなく、入札が不適正とは言えないが、市は２通りの見積書を

参考にした際に、機器の新古が積算の条件になり得ることが推定できたは

ずである。２業者が新品と中古品のどちらを想定して入札したかを確定す

ることはできないが、入札額の開きから、それぞれが別の条件で積算した

と想像でき、そうであれば競争性が損なわれたことになる。また、本件で

は契約を締結した業者は、参考の見積書を提出した業者であり、入札まで

の前提が公平であるか疑義があった。仕様書の作成にあたっては、必要な

事項の記載をもらさぬよう、適正に事務処理されたい。



以上

（改善措置状況）

今回の指摘を受け、当該業務に限らず、新品か中古品かなどの条件を仕様

書にもれなく記載するよう、職員に周知徹底した。

なお、中部学校給食協同調理上一体型印刷機賃貸借業務については、賃貸

借期間が、平成２９年４月１日から平成３４年（令和４年）３月３１日まで

であったが、使用頻度が低いことから、令和４年度以降の業務は行っていな

い。今後は、公平性に疑義が生じないよう、適正な事務処理に努める。


